
（平成30年1月）

年 月

男　・　女

※　該当する事由に○をし、カッコ内の日を「養育
  しないこととなった日」として記載してください。

 １ 他の子の養育の開始（他の子の出生日）
 ２ 育児休業等(保険料(掛金)免除)の開始(開始日)
 ３ 産前産後休業(保険料(掛金)免除)の開始(開始日)
 ４ 子の死亡（死亡日）
 ５ 別居の開始（別居日）

上記のとおり地方公務員等共済組合法第７９条第１項に該当したので届け出ます。

公立学校共済組合東京支部長　殿

日

昭和 ・ 平成

日

〔用紙No.養育特例2〕

性別

３歳未満養育特例の適用を終了する旨の届出書

(フリガナ)
組合員氏名

組合員証番号

養育しないことと
なった日

所属所名

平成

生年月日

生年月日

平成 年

（フリガナ）
氏名

養育しないことに
なった子

月

平成 年 月 日

日

住　所
組合員

氏　名 印

上記の記載事項は事実と相違ないものと認めます。

平成 月

所属所名

所属所長職氏名

年 月 日

年

【提出先】福利厚生部給付貸付課年金担当（03-5320-6828）

　※　所属所長の証明をもって確認とするため、添付書類は不要
です。

所属所受付日欄 共済組合受付印

公印

所属事務担当者名 連絡先電話番号


